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①   については  だったものが
 のように変わった。
②   については  だったものが
 のように変わった。
③   については  だったものが
 のように変わった。
10． この活動で何を学びましたか。問９を参考に
しながら、まとめてみましょう。
11． この活動を通して、家族や皆に伝えたいと思
うようになったことがあれば、書いてみてく
ださい。
12． 自分の役割で、どんなことが他人に喜ばれた
と思いますか。
13． 自分の行動で、他人に迷惑をかけたかもしれな
いと思うようなことは、ありませんでしたか。
14． 活動がもっと効果をあげるためには、今後、ど
のような内容をつけ加えたらいいと思いますか。
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福祉のまちづくりと総合的な学習の時間　～実践例に学ぶ「ともに生きる力」～
（６）地域資源を活用する
　前節でふれた５つの実施課題は、その殆どが学
校完結型の実践であったことを理由に生じている
ものと考えられる。とするならば、企画検討ので
きるだけ早い時期に、地域の社会資源といわれて
いる様々な組織や団体（社会福祉協議会、教育委
員会、公民館、子ども会、婦人会、育成会、老人
会、NPOボランティア、民生委員・児童委員、
自治会・町内会、高校生や大学生によるボラン
ティア）等に積極的に参加・参画いただき、知恵
や工夫や人手などの支援を請うたり、障害のある
当事者の方々にも直接学校に来ていただき、教室
で児童生徒たちとの交流を深めてもらうことで一
面的な障害者観や高齢者観を克服していく展開が
期待される。また、団塊の世代の方々には、伝統
遊びや地域文化の伝承活動、子育て相談支援活
動、環境保全活動、交通安全活動、野外体験活
動、稲作・野菜づくり体験活動、児童虐待防止活
動、防災・防犯活動など、多様な参加メニューを
もって学校や教室に乗り込んで頂きたい。（15）この
ように地域の人々が普段から学校を支えるしくみ
を作っていければ、熱心な教師の有無や異動には
関係なく福祉のまちづくりに向けた一定レベルの
福祉教育が持続的に提供できるのではないかと思
われる。
おわりに　
　子どもは次世代のまちづくりの大事な担い手。
そんな子どもたちが、ちょっと動けば、親が動
く、教師が動く、大人が動く、地域も動く、そし
てまちができる。そうであれば、分節・孤立化し
つつある地域やコミュニティや家族を再生・復興
させる役割として“子どもを地域の鎹（かすがい）
に”できないだろうか。子どもに、まちづくりの
役割を担ってもらえないだろうか、というのがも
ともとの本稿のモチベーションであった。そのた
めの要件や対応策を、ここでは私見を交えながら
書かせて頂いた。 
　結論としては、地域の社会福祉協議会をはじめ
とする関係団体などが「まちづくり」に向けた関
与度を一層高めながら“学校で種を蒔き、地域で
育てる”或いは“地域で種を蒔き、地域で育てる”
プロセスを丁寧に辿っていくことができれば、そ
して、それに学校現場や子どもたちが真摯に応え
ることができれば、私たちの想いは実現に至るの
ではないかと考える。
　体験的な協働活動によって探究を深めていく総
合的な学習の時間という名のカリキュラム。その
特性を活かしつつ、誰もが安心して暮らせるまち
づくりに向けた更なる前進に期待したい。
〈註〉
 
（１） 総務省の統計によると1999年（平成11）には
3232あった全国の市町村数が、合併の時期を
経た11年後の2010年（平成22）には1727へと
減少。中でも長崎県は79の市町数が21になり
減少率73.4%は全国トップ。
（２） 中野作成の図については、諫早市編『地域福
祉計画』2007年２月７p、諫早市社協編『かん
しゃプラン(地域福祉活動計画)』2007年３月
３pの他、長崎市・長崎市社協編『やってみゅ
~で・わがまちささえあいプラン(地域福祉計
画・活動計画)』2011年３月２pにも掲載。
（３） 諫早市社協編『かんしゃプラン(第３次諫早市
地域福祉活動計画)』2017年3月45～47pをもと
に中野作成。
（４） 大村市民生委員・児童委員連合会編「一般研
修会配布資料」2017年３月をもとに中野作成。
（５） 長崎市女の都西部自治会では、地区社協と連
携しつつ2006年５月より８つの支援グループ
と対象グループをつなぐ「支えあいネット
ワーク事業」を開始。以後、この仕組みは、
小地域における福祉のまちづくりのプロセス
ゴールの一つとなっていく。
（６） 厚労省によると地域包括ケアシステムの実施
が求められている全国の自治体では、2018年
度を期して介護予防や生活支援サービスを担
当する「第１層・第２層生活支援コーディネー
ター（地域支えあい推進員）」の配置が義務づ
けられている。社会福祉士、社会福祉主事資
格または経験年数等の要件を基に自治体が嘱
託・臨時職員などで採用する。
（７） この事業を含む真津山小校区社協の取り組み
は全国的にも高く評価され、平成19年度全国
社会福祉協議会会長賞を受賞。
（８） 真津山小校区社協の取り組み状況や写真の説
明については、2008年度日本地域福祉学会・
地域福祉優秀実践賞推薦に関する提出書類を
一部参考にした。
（９） 長崎県社会福祉協議会編「“ふれあい学習”推
進地区指定事業実施要綱」（『ふれあい学習推
進地区指定事業報告書』2007年３月74～76p所
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収）。
（10） 「ふれあい学習」事業については、残念ながら
財政的な諸事情で平成23年度の指定地区の期
限をもって終了。
（11） 長崎県教育庁生涯学習課編『ながさきの通学
合宿ガイドブック』2012年３月。
（12） 平成20年～21年改訂の文科省学習指導要領の
基本方針。平成23年度より小・中・高校の年
次進行で実施された。
（13） 文部科学省『高等学校学習指導要領』（平成29
年告示）641p「第４章 総合的な探究の時間」。
（14） 文部科学省『中学校学習指導要領』（平成29年
告示）161p「第４章 総合的な学習の時間」。
（15） 宮崎県都城市教育委員会と市立山田中学校が
実施している「コミュニティ・スクール」の
実践が参考になる。地域住民が組織した「学
校支援ボランティアの会」が学習支援や読み
聞かせ、伝統芸能の指導や世代間交流などの
様々なプログラムを企画し、学校や教室に入
り込んで実践する。学校支援コーディネー
ターが学校と教委と「ボランティアの会」の
３者の連携を調整している。
